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１ 業務の目的 
企業や産業の発展を促進する重要な要素として、国際標準を戦略的に使いこなす重要性

に対する認識が世界的にますます高まり、その主導権を巡り、世界でグローバル企業の活

動や各国政府の動きが活発化している。国際標準は、社会課題の解決に向けた先進的な技

術やイノベーションの社会実装の促進に貢献するものであるとともに、国際的な競争優位

性や、新たな国際市場を獲得するための重要な手段である。特に、地球規模で、様々な分

野における DX の進展やデータプラットフォーム構築、生成 AI の能力向上が進み、地政

学的な対立や経済安全保障の重要性が高まっており、標準を戦略的に活用する傾向が加速

している。 
このような背景を踏まえ、政府として「新たな国際標準戦略」（令和 7 年 6 月知的財産

戦略本部決定）が策定された。その中では、国際標準活動を支える専門組織である規格策

定機関、認定機関、認証機関、試験機関の果たすべき役割の大きさや、経済安全保障の観

点からの国内における試験・認証機能の重要性が明記されている。 
本業務は、試験・認証機関等の見える化や連携促進、ニューアプローチ・グローバルア

プローチの導入による影響、及び今後の専門サービスの活用促進に向けた検討を行うこと

を目的としている。 
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２ 業務の内容および方法 
(1) 試験・認証機関等の見える化・連携促進に向けた調査・分析 

本業務では、国内に所在する試験・認証機関によって提供される試験・認証サービスに

ついて、認定機関の協力も得ながら、業種や所管を問わず収集し、そのサービス内容や連

絡先などの情報を取りまとめる。 
また、試験・認証サービスのユーザー企業や業界団体、有識者等へのヒアリング・アン

ケート等を通じ、国内の試験・認証ニーズを聴取し、今後、国内で不足し得る試験・認証

サービスについての調査・分析を行う。さらに、試験・認証機関等からのヒアリング等を

通じて、国内の試験・認証機関同士による連携可能性について調査・分析を行う。 
公開情報等調査では、政府の文書、国内外の書籍、論文、国内外の団体や研究者の調査

研究報告書、データベース情報及びインターネット上で公開されている情報を利用する。 
 

(2) ニューアプローチ・グローバルアプローチの導入による影響の調査・分析と今後の施

策の方向性についての分析 
欧州における「技術的調和と規格に関するニューアプローチ指令」や「認証と試験に関

するグローバルアプローチ指令」等の取組を通じた、規制と標準・認証を一体的に推進す

るアプローチによる経済的・社会的なインパクトについての調査・分析を行う。 
これらを踏まえ、我が国において経済的・社会的に好影響をもたらす標準・認証・試験

の活用を促進するための制度や、国際相互承認の活用、経済安全保障上の観点を含めた施

策のあり方について分析を行う。 
公開情報等調査では、政府の文書、国内外の書籍、論文、国内外の団体や研究者の調査

研究報告書、データベース情報及びインターネット上で公開されている情報を利用する。 
 
(3) (1)・(2)を検討するための会議体の企画・運営 

(1)・(2)の検討を専門的な観点から進めるため、有識者による会議体（ワーキンググルー

プ）を企画・運営する。 
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３ 試験・認証機関等の見える化・連携促進 
(1) 概要 

国内に存在する試験・認証サービスの情報を収集・整理し、ユーザー企業等へのヒアリ

ング・アンケート調査を通じて、国内のニーズや不足し得るサービス、試験・認証機関同

士の連携可能性を分析した。 
 

(2) アンケート調査 
 2025 年 12 月～2026 年 3 月に実施。20 の団体・企業、認定機関に対し協力を依頼し、

アンケートフォームへの回答、及び excel ファイルにより、93 件の回答を得た。 
 回答企業の約 9 割が製造業であり、300 人以上の規模の企業が大部分を占めている。 
 回答者は技術・研究開発・設計部門が過半数を占め、品質管理や ISO・規格・認証担

当など試験・認証関連部門も含まれている。 
 利用状況では大多数が試験・認証サービスを利用しており、2～3 機関を継続利用する

形態が最も多い。 
 実施体制は社内実施と外部委託の併用が約半数である。 
 利用目的は顧客・取引先からの要請への対応が最多で、信頼性向上や海外・国内の法

的要件対応が続く。 
 総合満足度は 10 段階評価で「7」や「8」に集中している。 
 不満点としては、費用の高さ、時間の長さ、国内でのサービス提供の不足などが挙げ

られた。 
 試験・認証サービスの情報収集は主に試験機関・認証機関のウェブサイトや社内情報

を中心に、業界団体やセミナー、インターネット検索なども併用されている。 
 将来の利用動向は約 3 割が増加を見込んでいる。 
 
(3) ヒアリング調査概要 
 2025 年 12 月～2026 年 3 月に実施。9 団体へのヒアリングと、「第 8 回認証産業活用

の在り方検討会（2026 年 1 月、経済産業省）」において 6 の産業団体から示された国

内の試験・認証のニーズに関するプレゼンテーション資料に基づき調査を行った。 
 ヒアリングを通じて、特定重要設備（大電流設備や EV バッテリー関連設備等）の稼

働状況や能力に関する詳細な情報へのニーズが確認された。 
 また、クリーン電力の導入拡大や分散化の進展に伴い、物理的な試験インフラの不足

が共通の課題として認識されている。 
 さらに、専門的な試験・認証結果について、消費者のリテラシーに応じて分かりやす

く翻訳・提供する、いわゆる「コミュニケーションの見える化」の必要性も指摘され

た。 
 これらの課題に対応するためには、官民が連携した設備投資支援の推進に加え、それ

らの設備を最適に活用するための情報プラットフォーム（データベース）の構築が不

可欠であるとの意見があった。 
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(4) 試験・認証機関等の見える化 
① 見える化の範囲・分類 

本調査では、見える化の主要な範囲を「新たな国際標準戦略」12 ページに定義されてい

る「専門サービス」を行う組織・機関（規格策定（標準化）を行う組織・機関を除く）お

よび、それらの組織・機関が提供している専門サービスとした。 
さらに、経済安全保障、戦略領域・重要領域、規制改革、連携促進等の観点から、見え

る化が戦略上重要と考えられる試験・認証については、「専門サービス」に該当する・しな

いにかかわらず、見える化の対象に含めた。 
 
見える化の対象とする日本国内の試験・認証を、その属性・特徴などから、以下の 5 カ

テゴリに分類した。 
 

カテゴリ a: 国・自治体の制度に基づく試験・認証。43 の制度を収集し、認定機関の関与

度に応じて 3 つに分類した。 
・国際標準規格を活用している国・自治体制度の現状把握を実施 
・法令において、試験所や認証機関が国際的に受容される際に活用される国際

規格である ISO 規格、IEC 規格（JIS 規格を含む）を引用している適合性評

価制度を、法令の条文(e-gov)により検索 
 
カテゴリ b: 日本認定機関協議会 (JAC)に加盟する認定機関から認定されている試験・認

証。 
・日本認定機関協議会（JAC）に加盟する国内の認定機関のウェブサイトに公

開されている認定先機関の情報を基にリスト化 
 
カテゴリ c: 海外認定機関から認定されている試験・認証。日本国内での越境認定の実態を

調査し、米国、欧州、アジア圏の主要機関をリスト化した。調査の結果、QMS・
EMS 認証では越境認定下の認証が全体の約 40％を占めることが判明した。 
・生成 AI により提示された「日本企業を認定している認定機関」候補のうち、

実際に日本国内の試験・認証機関の認定実績がある海外認定機関 
・公益財団法人日本適合性認定協会が覚書（MoU）を締結している、又は認定

審査の下請負を打診された経験のある海外認定機関 
・公益財団法人日本適合性認定協会が実施しているアンケート調査の回答に

おいて言及されたその他の海外認定機関 
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カテゴリ d: 産業競争力や経済安全保障の観点から重要な試験・認証。新戦略の 8 つの戦

略領域に基づきマッピングした。 
・カテゴリ d の試験・認証サービス調査ステップ 

 

 
カテゴリ e: 国際的に普及しているが国内では限定的な試験・認証。 

・本国内においては認証事例が存在しない又は限定的である一方、国際的には

認証件数が多く普及している試験・認証サービス 
・我が国の国際競争力の維持・強化の観点から重要と考えられる分野の抽出 

 
 
以下に、カテゴリ毎の調査結果（見える化）の概要を示す。 
 
カテゴリ a：国・自治体の制度に基づく試験・認証 
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カテゴリ b：日本認定機関協議会 (JAC)に加盟する認定機関から認定されている試験・認

証 

 

 
 
カテゴリ c: 海外認定機関から認定されている試験・認証 

 
 
※詳細な a), b) ,c)のリストについては、別添のエクセルシート a), b), c)を参照されたい。 
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カテゴリ d: 産業競争力や経済安全保障の観点から重要な試験・認証 

 
 
 
カテゴリ e: 国際的に普及しているが国内では限定的な試験・認証 
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② 見える化プラットフォーム（アンケート調査結果から） 
 総合ポータルサイトの利用意向は約 7 割に達した。 
 企業は「費用」「期間」「適用可能性」といった具体的情報を求めている。 
 構築にあたっては「ガバナンス」「データ戦略」「運営基盤」の課題を整理し、スモー

ルスタートで段階的に展開することが適当である。 
 

 

 

 
 

 
(5) 国内で不足し得る試験・認証サービス（アンケート、ヒアリング結果から） 
 「サイバーセキュリティ・情報セキュリティ」への関心が最も高く、次いで環境・持

続可能性関連分野が挙げられた。 
 ヒアリングでは、大電流設備や EV 用バッテリー試験設備などの物理的インフラの不
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足も指摘された。 
  
(6) 試験・認証機関等の連携促進（アンケート、ヒアリング結果から） 
 アンケート意見を 6 分類に整理した。 
 連携促進には、人材育成、国内インフラ強化、国際標準策定への戦略的関与が求めら

れる。 
 また、国際規制への対応力の強化とともに、試験・認証サービスに関する情報ハブ機

能の高度化を図ることにより、企業による円滑な制度活用を支える環境整備が重要と

考えられる。 
 連携の目的を明確にすること、企業ニーズが顕在化する段階から標準化団体、試験・

認証機関、認定機関が参画する体制を構築すること、省庁横断的な情報共有・連携の

仕組みの構築等が求められる。 
 これらの取組みには、企業や業界団体の主体的な関与は不可欠であり、オールジャパ

ンでの連携体制整備が重要である。 
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４ ニューアプローチ・グローバルアプローチ 
(1) 調査・分析の目的 
 ルール・ガバナンスの形態としては、公共による（強制力を持つ公的な）規制と、民

間ベースによる標準（規格）・適合性評価があり、両者は２項対立ではなく、お互い

に代替し、補完し合う関係にある 。 

 規制と標準・適合性評価（OECD 文書 では後者を品質インフラ（QI）と呼称）の連

携によって、貿易の促進、投資機会の拡大、市場アクセスの円滑化、生産性とイノベ

ーションの向上、経済発展の支援に繋がる。 
 QI システムは、①規制に対する機敏で柔軟な代替手段を提供する役割と、②グローバ

ル課題に対するビジネスと政策目標を満たす効果的な解決策を実現する役割、③政府

のコンプライアンスコストを低減させる役割を持つ。 
 

 
規制、QI システム及びニューアプローチ・グローバルアプローチの関係性 

 
 政策立案者においては、規制システムに規格（標準）と適合性評価を適切に組み合

わせることで、より適応性が高く、効率的で、イノベーションに優しい規制環境を

構築できる。 
 特に、グリーン移行や AI の急速な発展といった地球規模の課題は、政府が技術進

歩や社会変化に合わせた適応型ソリューションを創出することを求めており、政策

立案者は、進化する科学研究やベストプラクティスに沿った国際規格や、AI イノベ

ーションに対応した安全原則の確立を通じて、ガバナンスのギャップを埋めるため

に品質保証（適合性評価）を活用できる。 
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 この際、規制システムと標準と適合性評価の組み合わせには、様々なアプローチが

考えられるところ、最もソリッドな組み合わせと考えられる、1985 年の EU 理事会

決議により採択された「技術的調和と基準に関するニューアプローチ」、及びその後

の「認証とテストに関するグローバルアプローチ（1989 年）」、「CE マーキング制

度（1993 年）」、「新たな規制の枠組み導入（ニューレジスレイティブフレームワー

ク）」などの取組を通じた規制と標準・認証を一体的に推進するアプローチによる、

経済的・社会的な効果について調査・分析する。 
 
 上記の分析結果を踏まえ、我が国において経済的・社会的に好影響をもたらす規制

システムと標準・適合性評価（認証）・試験の連携の在り方（最もソリッドなニュー

アプローチから、より緩やかなアプローチまで含む。）、国家間・認定機関間・認証

機関間の国際相互承認の活用や、経済安全保障上の観点を含めた施策の在り方の分

析を行う 。 
 
(2) 公開情報による調査内容 
① ニューアプローチ、グローバルアプローチ、ニューレジスレイティブフレームワークの

背景 
② ニューアプローチ(NA) 
③ グローバルアプローチ(GA) 
④ ニューレジスレイティブフレームワーク(NLF) 
⑤ NA/GA/NLF の関係 
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⑥ NA/GA/NLF における主要な用語 

 
 
⑦ NA/GA/NLF の分析 
NA/GA/NLF の特徴は以下の通り。
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⑧ NA/GA/NLF の評価 

公的機関から発行されている文献やウェブサイト掲載情報等に基づき、規制当局・産業

界・社会・EU 域内/域外・EU 産業への効果という５つの視点から導入の効果を検証した。 
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⑨ NA/GA/NLF と”個別法令・詳細技術基準中心モデル”の比較 
「規制の強弱」ではなく、「どこを規制が直接担い、どこを標準・認証・市場監視に委ねる

か」という役割分担を比較の視点とした。 

 

 
(3) ヒアリングのまとめ（NA/GA/NLF） 
 欧州における規制・規格・認証の一体的推進に関するヒアリングにおいて、自動車分

野における「国際協定（UN 規則）を通じた相互承認」は、グローバルアプローチの

成功事例として機能していること、我が国が今後目指すべき方向性としては、欧州に

おいて指摘されている整合規格発行の遅延といった課題を踏まえつつ、国際基準への

主導的関与と国内規制の合理化を組み合わせた機動的な統治体制の確立が重要である

との意見があった。 
 具体的には、書面審査の活用や事後監視へのシフト等を含む規制手法の見直しによ

り、迅速かつ柔軟な対応が可能な体制の構築が求められる。 
 制度設計においては、産業界の負担軽減のみならず、消費者の安全を確保する観点か

ら、実効性のある市場監視体制を併せて整備することが不可欠である。 
 国際的な相互承認の枠組みと整合しつつ、規制の合理化と実効性のある市場監視を一

体的に推進することが、我が国における持続的かつ信頼性の高い制度モデルの構築に

資するものと考えられる。 
 
 



16 
 

５ 会議体の企画・運営 
(1) 概要・(2) 企画・運営 
「令和７年度国際標準活動に係る専門サービス育成強化等ワーキンググループ（WG）」を

設置し、12 名の委員により構成される WG を 3 回開催した。 
 
(3) 委員からの主なご意見 
 見える化については、単なるデータベースではなく「利用目的」から設計し、AI 活用

による自動更新や実務支援情報の提供が重要とされた。 
 連携強化では、分野ごとの役割分担とオールジャパンでの体制構築が求められた。 
 NA/GA については、国際標準との整合を前提とした制度設計や品質インフラ（QI）

の強化、アジャイル・ガバナンスに基づく規制改革の重要性が指摘された。 
 


